（参考）身体障害者補助犬法における義務規定等について
	
	①

国等が管理する施設
	②

公共交通事業者等が管理する旅客施設
	③

不特定かつ多数の者が利用する施設
	④

事業所又は事務所
	⑤

住宅

	義務規定
	○

（法第７条）
	○

（法第８条）
	○

（法第９条）
	○

（法第10条第１項）
※政令で定める数（５６人）以上の労働者を雇用する事業主
	

	努力義務規定
	
	
	
	○

（法第10条第２項）

※第１項に規定する障害者雇用事業主以外の事業主
	○

（法第11条）


（注１）①には国、地方公共団体、独立行政法人、特殊法人、公共法人が含まれており、国等の事業所又は事務所に勤務する身体障害者が当該事業所又は事務所において身体障害者補助犬法を使用する場合、国等が管理する住宅に居住する身体障害者が当該住宅において身体障害者補助犬を使用する場合に準用されている。
（注２）塗りつぶした欄が今回の改正法により措置される部分。
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